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私達は本年５月開催予定のG７広島サミットへ向けて、以下のとおり要望致します。 

  

 

１．昨年のG７エルマウサミット首脳宣言において「性自認、性表現あるいは性的指向に関係な

く、誰もが同じ機会を得て、差別や暴力から保護されることを確保することへの完全なコ

ミットメント」等が再確認されたことに基づき、G７広島サミットにおいて、国際社会に

おけるLGBTQ+に関する取組みを主要議題の一つとすること。 

 

２．国際社会におけるLGBTQ+に関する取組みの議論を議長国としてリードし、G７エルマウサミ

ット首脳宣言におけるコミットメントを G７広島サミット首脳宣言においても再確認する

とともに、かかるコミットメントに基づく具体的な取組みを促進させるというG７として

の更なるコミットメントを打ち出すこと。 

 

 

 差別禁止法の制定、婚姻の平等（同性婚の法制化）、法律上の性別の変更要件の見直しといったLG

BTQ+に関する法整備を行った上で、あらゆる分野においてLGBTQ+を取りこぼさないための施策に取り

組むことは、各国が社会を構成する一人一人を大切に考えていることの表明でもあります。企業・国

家・国際社会の維持・発展のためにも、そのような取組みを進めることが急務です。 

  



LGBTQ+問題を取り巻く現状を受け、G7広島サミット及びG7大臣会合において、国際社会におけるLGBT

Q+に関する取組を主要議題の一つに引き上げ、具体的な取組を推進するための更なるコミットメント

を行うことを求めます。 

 

 

要望の理由 

  

１．G７エルマウサミット首脳宣言 

  

昨年6月にドイツで開催されたG7エルマウ・サミットにおいて、以下のような首脳宣言がなされまし

た。 

 

我々は、女性と男性、トランスジェンダーおよびノンバイナリーの人々の間の平等を実現することに

持続的に焦点を当て、性自認、性表現あるいは性的指向に関係なく、誰もが同じ機会を得て、差別や

暴力から保護されることを確保することへの我々の完全なコミットメントを再確認する。この目的の

ために、私たちは、長年の構造的障壁を克服し、有害なジェンダー規範、固定観念、役割、慣行に対

処するための努力を倍加させることを約束します。我々は、あらゆる多様性をもつ女性および女児、

そしてLGBTIQ+の人々の政治、経済および、その他社会のあらゆる分野への、完全かつ平等で有意義

な参加を確保し、すべての政策分野で一貫してジェンダー平等を主流化させることを追求します。

我々は、すべての個人の包括的なSRHR（性と生殖に関する健康と権利）を達成することへの、完全な

コミットメントを再確認し,…SRHRが、ジェンダー平等ならびに、女性および女児のエンパワーメン

トにおいて、また、性的指向および性自認を含む多様性を支援する上ではたす、不可欠かつ変革的な

役割を認識する。 

  

「差別や暴力から保護されることを確保する」ためには、各国においてLGBTQ+に関する法制度を整備

した上で、あらゆる分野においてLGBTQ+を取りこぼさないための施策に取り組む必要があります。 

  

 

２．各国におけるLGBTQ+に関する法整備の状況 

  

この点、ILO（国際労働機関）によれば、雇用領域における性的指向や性自認等に基づく差別を禁止

している国は世界８０ヵ国以上にのぼります。また、３３の国・地域が婚姻の平等（同性婚の法制化）

を実現しています。さらに、TGEUによれば、欧州や中央アジアのうち法律上の性別を変更する際に

「不妊要件」がない国は２８ヵ国にのぼり、欧州以外の国でもそのような要件を撤廃する国が増えつ

つあります。 

  

そのような中、LGBTQ+についての差別禁止法がなく、同性カップルの関係性が法的に保障されておら

ず、法律上の性別を変更する際に「不妊要件」等の非人道的要件を課しているのは、G７メンバー国

の中で日本のみであり、日本のLGBTQに関する法整備状況はOECD諸国３５か国中３４位に位置付けら

れています（２０２０年OECD調査）。 

３．企業としてLGBTQ+に関する取組みを要望する理由 

  



企業には、社員・取引先・顧客・株主等を含む多数のステークホルダーが存在するところ、一人一人

の個人の尊厳と平等が確保されていることは、企業の維持・発展にとって不可欠です。 

  

特に、社員の労働環境及び私生活が法的に安定しないことは、社員のメンタルヘルスに悪影響を及ぼ

し（日本政府の「Japan’s Suicide Prevention Strategy」では、性的マイノリティの自殺念慮のリ

スクの高さを指摘しており、シスジェンダーの異性愛者に比べ、同性愛者や両性愛者では6倍、トラ

ンスジェンダーでは10倍もの自殺企図の割合があるとされている。）、職場における社員の能力発揮

を妨げるだけでなく、法制度が整備された国への人材流出という懸念も既に現実化しています。 

 

また、LGBTQ+に関する法制度が整備されていないことは、日本企業が海外から高度なスキルを持つ人

材とその家族を受け入れる上での障壁となっています。日本経済団体連合会が2017年5月16日付で発

表した「ダイバーシティ・インクルージョン社会の実現に向けて」と題する提言において、(1)幅広

い人材誘致と定年退職の抑制、(2)働きやすい社内環境づくりによる生産性の向上、(3)企業ブランド

価値の向上、(4)法務リスクの回避と従業員の人権保護、という4つの観点から「LGBTの理解促進や多

様な人材の存在を前提とした環境・制度整備が必要である」と述べられています。 

 

 

 

賛同企業（五十音順） 

 ※2023年5月17日時点： 

 

アクサ生命保険株式会社 

アサヒグループホールディング株式会社 

アメリカン・エキスプレス・インターナショナル・インコーポレイテッド 

株式会社アルビノ 

EY Japan 

株式会社家や不動産 

一般社団法人パートナーシップ協会 

IDEO LP 

合同会社Imaginic 

株式会社WICH 

株式会社エイト 

ANAホールディングス株式会社 

NECソリューションイノベータ株式会社 

MSD株式会社 

オコーネル外国法事務弁護士事務所 

カスタマークラウド株式会社 

株式会社サルソニード ハカシル事業部 

河井耕治法律事務所 

キンドリルジャパン株式会社 

グラクソ・スミスクライン株式会社 

株式会社クレイ 

KDDI株式会社 



合同会社KTラボ 

株式会社Suns up 

三洋化成工業株式会社 

株式会社jaybe 

ステートストリート信託銀行株式会社 

株式会社セールスフォース・ジャパン 

積水ハウス株式会社 

株式会社セプテーニ・ホールディングス 

仙台TCMラウンジ 

ソニーグループ株式会社 

SOLIT株式会社 

SOMPOホールディングス株式会社 

Tsunagary Cafe（Tsunagaryオフィス合同会社） 

株式会社 電通グループ 

東京海上日動火災保険株式会社 

株式会社ナイアンティック 

ナショナルオーストラリア銀行 

日本電気株式会社 

日本アムウェイ合同会社 

日本オラクル株式会社 

日本コカ·コーラ株式会社 

株式会社ニューピース 

パナソニック コネクト株式会社 

パナソニック ホールディングス株式会社 

東日本旅客鉄道株式会社 

合同会社ファーストさくら 

ファインピース株式会社 

富士通株式会社 

ブリストル・マイヤーズ スクイブ株式会社 

ベーカー&マッケンジー法律事務所(外国法共同事業) 

株式会社 ポーラ 

株式会社 ポーラ・オルビス ホールディングス 

ボッシュ株式会社 

本田技研工業株式会社 

マイケル・ペイジ・インターナショナル・ジャパン株式会社 

Money Atrium株式会社 

Marimelo株式会社 

Mizu Japan 

三菱ケミカルグループ株式会社 

モルガン・スタンレー・ホールディングス株式会社 

ゆず兄弟株式会社 

ra＿shim hair 【ラーシムヘアー】 

ライフネット生命保険株式会社 



ラッシュジャパン合同会社 

らぺら株式会社 

ランスタッド株式会社 

株式会社Rine 

株式会社releys 

ロバート・ウォルターズ・ジャパン株式会社 

株式会社ワーク・ライフバランス 

 

賛同団体（五十音順） 

 ※2023年5月17日時点： 

 

LGBTとアライのための法律家ネットワーク 

在日米国商工会議所 

上智大学 

同志社大学 


